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本日の内容

介護事業を取り巻く環境について

特別養護老人ホーム等の経営状況

介護人材の確保に関するアンケート結果
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介護事業を取り巻く環境について
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今後の高齢者人口の推移

➢ 75歳以上の人口は急激に増加中。2030年以降は特に85歳以上の人口が一貫して増加する

出所：第94回社会保障審議会介護保険部会
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介護サービス量の見込み増加率

➢ 高齢者人口の増加に伴い、特養の利用者数は2025年度には14%増、2040年度には31%増となる見込み（いずれも
2020年度比）

5

出所：第94回社会保障審議会介護保険部会
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介護保険利用者数の見込み増加率（都道府県別）
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➢ 全国的に利用者数は増加見込みだが、増加率は都
道府県によってばらつきがある。地域によってど
のようなサービス需要があるか注視する必要

出所：第94回社会保障審議会介護保険部会
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生産年齢人口の減少
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➢ 介護サービスの需要が増える一方、2025年以降、生産年齢人口は急激に減少。2040年には生産年齢人口が2015年比
で22.6%減少する見込み

出所：第94回社会保障審議会
介護保険部会

2015年度比
22.6%減
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2040年における介護職員不足状況予想（都道府県別）

出所：「第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数（都道府県別）」
（厚生労働省）に基づき福祉医療機構にて作成

不足率＝（現状シナリオの介護職員数△必要数）÷必要数

➢ 団塊ジュニア世代が高齢者となる2040年において、全国でより一層深刻な介護職員不足が予想される
➢ 必要な介護サービスを提供し続けるためには、人材をどのように確保していくか、限られた人材でどのように業務を効率
化していくかを考えることが必要となる

2040年

2025年都道府県
2025年
不足数
（人）

2040年
不足数
（人）

北海道 △ 10,624 △ 41,130

青森県 △ 2,447 △ 9,837

岩手県 △ 2,705 △ 6,223

宮城県 △ 4,328 △ 10,042

秋田県 △ 2,281 △ 7,355

山形県 △ 3,270 △ 7,271

福島県 △ 3,489 △ 10,274

茨城県 △ 5,697 △ 13,948

栃木県 △ 4,770 △ 10,826

群馬県 △ 1,878 △ 11,949

埼玉県 △ 12,236 △ 31,470

千葉県 △ 7,113 △ 31,528

東京都 △ 30,949 △ 72,338

神奈川県 △ 16,456 △ 46,431

新潟県 △ 2,265 △ 10,689

富山県 △ 1,147 △ 4,204

石川県 △ 8 △ 2,255

福井県 △ 391 △ 406

山梨県 △ 577 △ 1,424

長野県 △ 1,801 △ 7,285

岐阜県 △ 4,250 △ 5,282

静岡県 △ 5,766 △ 11,899

愛知県 △ 13,370 △ 34,572

三重県 △ 3,312 △ 3,348

都道府県

2025年
不足数
（人）

2040年
不足数
（人）

滋賀県 △ 3,218 △ 10,405
京都府 △ 2,356 △ 7,504
大阪府 △ 24,420 △ 67,539
兵庫県 △ 12,280 △ 45,125
奈良県 △ 3,466 △ 9,902
和歌山県 △ 1,063 △ 4,017
鳥取県 △ 847 △ 1,684
島根県 △ 461 △ 2,503
岡山県 △ 1,543 △ 4,104
広島県 △ 4,335 △ 11,291
山口県 △ 2,420 △ 2,707
徳島県 △ 724 △ 1,691
香川県 △ 1,259 △ 4,056
愛媛県 △ 1,130 △ 10,741
高知県 △ 551 248
福岡県 △ 6,224 △ 28,463
佐賀県 △ 1,147 △ 4,768
長崎県 △ 1,951 △ 2,668
熊本県 △ 2,249 △ 8,407
大分県 △ 1,274 △ 6,762
宮崎県 △ 2,647 △ 9,548
鹿児島県 △ 2,167 △ 3,854
沖縄県 △ 1,969 △ 9,209

（全国） △ 220,831 △ 648,686

不足数 不足率
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介護事業を取り巻く環境

感染症・災害対策

報酬改定に伴う
収益構造変化

法人制度改革に
伴う業務量増加

建築費など
各種コスト高騰

難しい舵取りが求められるなか、
変化に対応しながら持続可能な運営方法を

模索していくことが必要

高齢化による

利用者の変化

生産年齢人口の

減少による

人材確保難

法人経営の変化
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特別養護老人ホーム等の経営状況
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課題発見の重要性

課題を、客観的なデータに基づき特定するところから改善は始まる

サービス活動増減差額が低い

収益が低い

利用率が低い
1人あたりの収益

が低い

費用が高い

人件費

が高い

職員数が多い

給与が高い

事業費

が高い

給食費が高い

水道光熱費が高い

修繕費が高い

委託費

が高い

減価償却費

が高い

経常増減差額が低い

支払利息が高い
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経営指標のジャンル

機能性

費用の適正性

生産性

安定性

収益性経営状況を客観的に把握するためには、
データに基づく経営指標が欠かせない

5つのジャンル

施設の経営

経営
指標
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経営指標の見方

機能性
財務等の定量的診断を行うために
不可欠な施設の機能やサービスの
内容を把握するもの

利用率

利用者1人1日当たりサービス活動収益
定員1人当たりサービス活動収益

利用者10人当たり従事者数

費用の適正性
良質なサービス提供に必要な支出が
行われているか、また、冗費が生じ
ていないかを把握するもの

人件費率

経費率

従事者1人当たり人件費

収益性
事業に投入された資本や事業に対する収入
の効率性を把握するもの

サービス活動増減差額比率
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（参考）経営指標の計算式

利用率
年間延べ利用者数
÷年間延べ定員数

利用者1人１日当たり
サービス活動収益

サービス活動収益
÷年間延べ利用者数

定員1人当たり
サービス活動収益

サービス活動収益
÷定員数

利用者10人当たり
従事者数

年間従事者数
÷年間延べ利用者数
×10

人件費率
人件費
÷サービス活動収益

経費率
経費
÷サービス活動収益

従事者1人当たり
人件費

人件費
÷年間平均従事者数

サービス活動増減
差額比率

サービス活動増減差額
÷サービス活動収益

※年間従事者数、年間平均従事者数はすべて
常勤換算

※人件費は職員への給与のほか、役員報酬や
賞与、法定福利費を含む
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特別養護老人ホームの経営指標

従来型 ユニット型

2019(R1)’
n=1,934

2020(R2)’
n=1,864

差
2020-
2019

2019(R1)’
n=3,222

2020(R2)’
n=3,186

差
2020-
2019

定員数(特養入所) (人) 70.4 70.0 ▲ 0.3 58.5 58.6 0.1

定員数(短期入所) (人) 13.3 13.1 ▲ 0.3 13.1 13.2 0.1

利用率(特養入所) (％) 94.0 94.2 0.2 94.3 94.4 0.2

利用率(短期入所) (％) 84.6 79.7 ▲ 4.9 81.9 77.0 ▲ 4.8

要介護度 ― 3.99 3.99 ▲ 0.00 3.89 3.89 0.00

利用者1人1日当たり
サービス活動収益

(円) 11,963 12,265 302 14,135 14,453 317

定員1人当たり
サービス活動収益

(千円) 4,061 4,130 69 4,800 4,870 70

人件費率 (％) 65.2 65.4 0.2 62.2 62.7 0.6

経費率 (％) 28.0 27.8 ▲ 0.3 24.5 24.5 0.0

減価償却費率 (％) 3.9 4.0 0.1 7.3 7.2 ▲ 0.1

サービス活動増減
差額比率 (％) 2.7 2.6 ▲ 0.0 5.8 5.3 ▲ 0.5

従事者1人当たり
人件費

(千円) 4,380 4,403 24 4,102 4,179 77

処遇改善加算(Ⅰ)
算定率(特養入所)

(％) 90.5 92.0 1.5 92.8 94.3 1.5

特定処遇改善加算
算定率(特養入所)

(％) 88.3 92.2 3.9 87.0 90.9 3.9

赤字割合 (％) 34.0 35.2 1.3 28.2 29.0 0.8

注1）収益・費用には、併設
短期入所分も含まれる（以下、
同じ）
注2）利用者1人1日当たり
サービス活動収益、定員1人
当たりサービス活動収益の利
用者・定員には、短期入所を
含む（以下、同じ）
注3）減価償却費は国庫補助
金等特別積立金取崩額[マイナ
ス値]を含む（以下、同じ）
注4）端数は四捨五入してい
るため、合計・差が一致しな
い場合がある（以下、同じ）

➢ 特養入所の利用率はほ
ぼ横ばいだが、短期入
所の利用率はコロナの
影響もあり低下

➢ 処遇改善加算(Ⅰ)、特
定処遇改善加算の算定
率の上昇等により、利
用者1人1日当たり
サービス活動収益は増
加

➢ 従事者1人当たり人件
費も増加し、サービス
活動増減差額比率は従
来型で横ばい、ユニッ
ト型で低下



Copyright ⓒ 2022Welfare And Medical Service Agency (WAM). ALL rights reserved.

WAM

16

定員規模別（従来型）

29人以下
n=50

30人以上
60人未満
n=725

60人以上
80人未満
n=359

80人以上
100人未満

n=420

100人以上
n=310

従来型
全体

n=1,864

定員数(特養入所) (人) 26.0 48.1 65.7 83.6 115.0 70.0

定員数(短期入所) (人) 10.1 12.6 11.5 14.0 14.8 13.1

利用率(特養入所) (％) 94.9 95.2 94.6 94.2 93.0 94.2

利用率(短期入所) (％) 88.8 77.8 81.9 80.4 80.3 79.7

要介護度 ― 4.05 4.04 3.99 3.98 3.95 3.99

利用者1人1日当たり
サービス活動収益

(円) 12,297 12,151 12,216 12,238 12,448 12,265

定員1人当たり
サービス活動収益

(千円) 4,222 4,079 4,147 4,129 4,169 4,130

人件費率 (％) 65.8 66.6 65.8 64.9 64.5 65.4

経費率 (％) 25.5 28.0 28.0 27.8 27.4 27.8

減価償却費率 (％) 5.8 4.2 4.0 4.0 3.8 4.0

サービス活動増減差額比率 (％) 2.8 1.0 2.2 3.2 4.1 2.6

利用者10人当たり従事者数 (人) 7.76 6.97 6.67 6.51 6.40 6.65

うち介護職員数 (人) 4.78 4.18 4.10 4.16 4.15 4.16

従事者1人当たり人件費 (千円) 3,807 4,240 4,398 4,452 4,578 4,403

赤字割合 (％) 44.0 43.3 35.4 28.8 23.5 35.2

➢ 定員規模が小さい施設ほど利用者10人当たり従事者数が多くなることにより、人件費率が高い傾向にある
➢ 定員規模が大きい施設は利用率が若干低く、今後利用者の確保が課題となることも考えられる
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定員規模別（ユニット型）

29人以下
n=1,110

30人以上
60人未満
n=623

60人以上
80人未満
n=417

80人以上
100人未満

n=523

100人以上
n=513

ユニット型
全体

n=3,186

定員数(特養入所) (人) 27.4 44.2 66.1 83.8 112.0 58.6

定員数(短期入所) (人) 11.4 12.0 12.0 14.7 16.9 13.2

利用率(特養入所) (％) 95.7 94.8 94.4 94.4 93.6 94.4

利用率(短期入所) (％) 77.8 77.5 75.8 80.6 73.0 77.0

要介護度 ― 3.97 3.95 3.93 3.88 3.82 3.89

利用者1人1日当たり
サービス活動収益

(円) 14,381 14,380 14,375 14,423 14,594 14,453

定員1人当たり
サービス活動収益

(千円) 4,864 4,847 4,844 4,883 4,887 4,870

人件費率 (％) 64.7 63.3 63.6 61.7 61.7 62.7

経費率 (％) 23.9 24.7 24.9 24.9 24.4 24.5

減価償却費率 (％) 7.7 7.0 7.1 7.2 7.0 7.2

サービス活動増減差額比率 (％) 3.5 4.8 4.3 6.0 6.6 5.3

利用者10人当たり従事者数 (人) 8.78 8.25 8.00 7.59 7.47 7.92

うち介護職員数 (人) 5.71 5.43 5.44 5.28 5.29 5.40

従事者1人当たり人件費 (千円) 3,870 4,027 4,174 4,278 4,399 4,179

赤字割合 (％) 36.9 27.9 30.0 21.6 19.7 29.0

➢ 従来型と同様、規模が大きいほど利用率は低く、規模が小さいほど人件費率が高い傾向
➢ 地域密着型特養（定員29人以下）は3分の1以上の施設が赤字と厳しい状況
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黒字施設・赤字施設別

➢ 従来型・ユニット型ともに、黒字施設のほうが入所・短期入所の利用率および定員1人当たりのサービス活動収益が高い
➢ 利用率に差があることから、赤字施設は利用者10人当たり従事者数が多く、人件費率が高い

従来型 ユニット型

黒字施設
n=1,207

赤字施設
n=657

差
黒字-赤字

黒字施設
n=2,263

赤字施設
n=923

差
黒字-赤字

定員数(特養入所) (人) 73.1 64.5 8.6 61.2 52.4 8.8

定員数(短期入所) (人) 13.4 12.5 0.9 13.6 12.5 1.1

利用率(特養入所) (％) 94.9 92.7 2.3 95.2 92.2 3.1

利用率(短期入所) (％) 83.4 72.1 11.3 80.4 68.1 12.3

要介護度 ― 3.99 3.99 ▲ 0.00 3.90 3.88 0.01

利用者1人1日当たり
サービス活動収益

(円) 12,263 12,269 ▲ 7 14,493 14,333 160

定員1人当たり
サービス活動収益

(千円) 4,180 4,024 156 4,943 4,662 281

人件費率 (％) 62.8 71.2 ▲ 8.5 60.5 69.3 ▲ 8.8

経費率 (％) 27.0 29.4 ▲ 2.4 24.0 26.2 ▲ 2.2

減価償却費率 (％) 3.8 4.6 ▲ 0.8 6.6 9.0 ▲ 2.4

サービス活動増減差額比率 (％) 6.3 ▲ 5.3 11.7 8.7 ▲ 4.7 13.4

利用者10人当たり従事者数 (人) 6.41 7.17 ▲ 0.76 7.70 8.58 ▲ 0.88

うち介護職員数 (人) 4.04 4.41 ▲ 0.36 5.28 5.76 ▲ 0.48

従事者1人当たり人件費 (千円) 4,380 4,448 ▲ 68 4,160 4,229 ▲ 69
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(参考) 地域密着型特別養護老人ホームの利用者確保

退所から新規入所までの期間短縮の取組み（抜粋）
⚫ 待機リストで上位3人をリストアップし、事前にご家族に連絡しておく。退所後1週間以内に入居でき
るようにしている

⚫ 順番が近い際にできるだけ短期利用して頂き、速やかに施設入居に切り替えることで目標1週間以内に
新規入居して頂くようにしている

⚫ かかりつけ医から施設嘱託医あての情報提供書（紹介状）については、時間がかかることを見越して、
家族に早めに依頼していただく

⚫ ケアマネへの営業活動の際は、在宅介護がひっ迫している事例がないか聞き、施設側の空室になると
予想される日程を伝えるなど情報提供している

⚫ 待機者が多い場合でも、近隣の老健や病院等に営業活動を行っている

80.2%

69.0%

66.6%

47.1%

27.4%

3.6%

待機者リストの更新、候補者のリストアップ等により、

すぐに新規入所者を受入れる

骨折、誤嚥性肺炎、尿路感染症、風邪等の予防策を

講じる等により、入院を減らす

医療機関への入院後、利用者の状態や再入所時の留意点

について医療機関と綿密に情報共有すること等により、

円滑に再入所できるように調整している

医療機関への入院後、退所に係る期限や取り決め等を

設けている

利用者の満足度の向上策を講じる等により、

他施設への転居等を減らす

その他

利用率を向上・安定させるための取組みについて
重視しているもの

n=329

※複数回答

93.7%

95.4% 95.6%

91.8%

92.5%

93.1%

2019年度 2020年度 2021年度(4～7月)

利用率の推移

待機者リストの更新等を「重視している」と答えた施設(n=196)

待機者リストの更新等を「重視している」と答えなかった施設(n=54)

2021年実施 福祉医療機構
地域密着型特養アンケート結果より

➢ 地域密着型は定員が少なく、1床の空床の影響が大きいため、退所から入所までの空床期間を可能な限り縮める観点も重要。
一見当たり前の取組みが多いが、経営に与える影響は小さくないと考えられる
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第5波第4波
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サービス提供回数の対2019年度同月比

注）各月のサービス提供回数÷コロナ前（2019年4月～2020年3月）の各月のサービス提供回数×100により算出、
なお、地域密着型通所介護は含まれない

出所：厚生労働省介護給付費等実態統計月報に基づき福祉医療機構にて作成
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➢ 通所介護の2020年度のサービス活動増減差額比率は、すべての事業形態で前年度よりも低下した
➢ サービス提供回数をみてみると、コロナ流行の第1波～第6波とされる時期でコロナ前以下の水準（100未満）となっており、
感染リスク回避のために利用が控えられたことがみてとれる

通所介護の経営状況

4.6

9.8

△1.2

1.3
2.1

3.2 3.5
2.7 

9.6

9.2

7.6
6.5 6.4

4.5 4.3

2.0 

13.9
12.4

14.1

13.1

11.8

7.8
10.1

7.2 

14.5

12.3

12.6

9.5
11.0

6.2 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

サービス活動増減差額比率の推移

地域密着型

通常規模型

大規模型(Ⅰ)

大規模型(Ⅱ)

（年度）

単位：％

参考

第3波
第１波 第2波 第6波
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➢ 定員数にほぼ変化がない一方で利用率が大幅に低下し、特に事業規模が大きいほど低下幅が大きい
➢ コロナ禍の特例により、2区分上位の報酬を算定した施設の割合はいずれの事業形態においても半数以上

地域密着型（n=518） 通常規模型（n=2,311）

2019 2020 差(2020-2019) 2019 2020 差(2020-2019)

定員数 (人) 16.0 16.0 △ 0.0 31.5 31.6 0.0

利用率 (％) 70.7 68.5 △ 2.2 71.0 67.6 △ 3.4

年間営業日数 (日) 294.3 293.8 △ 0.5 309.5 308.3 △ 1.3

利用者1人1日当たりサービス
活動収益 (円) 9,700 10,042 342 9,000 9,299 299 

サービス活動増減差額比率 (％) 4.2 3.6 △ 0.6 4.3 2.1 △ 2.2

赤字施設割合 (％) 39.4 40.5 1.2 38.3 43.4 5.1

特例により2区分上位の報酬を
算定した施設割合

(％) ー 53.9 ー ー 63.1 ー

通所介護の経営指標（2か年度同一施設比較）

大規模型（Ⅰ）（n=134） 大規模型（Ⅱ）（n=106）

2019 2020 差(2020-2019) 2019 2020 差(2020-2019)

定員数 (人) 43.2 43.2 △ 0.0 61.0 62.0 1.1

利用率 (％) 77.3 72.9 △ 4.4 77.6 72.8 △ 4.7

年間営業日数 (日) 320.2 320.1 △ 0.1 322.2 320.1 △ 2.1

利用者1人1日当たりサービス
活動収益 (円) 9,393 9,702 309 8,793 8,918 125 

サービス活動増減差額比率 (％) 9.3 7.7 △ 1.7 11.0 7.0 △ 4.0

赤字施設割合 (％) 23.9 24.6 0.7 17.9 32.1 14.2

特例により2区分上位の報酬を
算定した施設割合

(％) ー 71.6 ー ー 68.9 ー

注）2区分上位の報酬算定を可能とする特例は2021年3月をもって終了している
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10

特養-サービス活動収益（増加-減少）

特養-稼働率（上昇-低下）

特養-従事者数（過剰-不足）

コロナ
第1波

22

（参考）近年の景況感（経営実感）

社会福祉法人経営動向調査より

※ DI値…第1回答割合から第3回答割合を差し引いた値（良い・普通・悪い）
（例：収益増加と回答30％、減少と回答40％ → 収益のDI△10）

※ 回答者は施設長、事務長等

➢ 2022年3月にサービス活動収益・稼働率ともに大幅
に落ち込む。第6波で医療施設のひっ迫により、施
設内療養が増えたことで、新規入所者の受入れ制限
等の対応を迫られたことも考えられる

➢ 直近の2022年6月にはコロナの感染状況も落ち着い
たことから、回復傾向がみられた
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2020年度決算
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特別養護老人ホーム等の経営状況 まとめ

➢ コロナの影響もあり、短期入所の利用率は低下したものの、特養入所の利
用率はほぼ横ばいで推移

➢ コロナ禍においても処遇改善が進み、処遇改善加算（Ⅰ）、特定処遇改善
加算の算定率が上昇。これにより利用者1人1日当たりサービス活動収益が
増加した一方で、従事者1人当たり人件費も増加し、サービス活動増減差額
比率は従来型で横ばい、ユニット型で0.5ポイント低下

➢ 赤字施設は従来型・ユニット型ともに特養入所・短期入所の利用率が低く、
人件費率が高い。費用に見合う収益の確保が課題

➢ 通所介護はコロナの感染リスクを懸念した利用控え等により、利用率が
大幅に低下。報酬上の特例があったものの、すべての事業規模でサービ
ス活動増減差額比率は前年度より低下
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介護人材の確保に関するアンケート結果
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人材不足が介護施設の経営に与える影響

施設介護料
収益

人件費

サービス
活動収益

利用者等
利用料収益

事業費

サービス
活動費用

延べ利用者数

サービス活動
増減差額

その他の
事業収益

事務費

1人1日当たり
単価

職員給与・
賞与

法定福利費等

派遣職員費

加算

基本報酬

従業員数

1人当たり給与

＋

延べ定員数

利用率

－

＋

＋

＋

×

＋

×

➢ 施設経営の根本である人材が欠けると、収支両面で大きな影響が生じる

受入れ制限等による
利用率低下

手数料

減価償却費等

介護施設の収支構造 ※特養をイメージ。一部簡略表記。

利用率

基本報酬

加算

要介護度の高い利用
者の受入れ調整
施設基準未達
加算要件未達

高い給与水準での
採用や意図せざる

処遇改善
1人当たり給与

派遣会社の利用によ
る割高コスト

派遣職員費

手数料
紹介会社の利用に
よる多額の手数料
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② 退職の状況、福利厚生・給与施策

✓ 退職者を出さないための工夫・取組

✓ 資格取得支援制度、有給休暇取得促進の取組

✓ 勤務環境改善の取組状況

26

「介護人材」に関するアンケート調査について

● 独立行政法人福祉医療機構の福祉貸付事業を利用し、特別養護老人ホームを運営して
いる法人を対象に、「介護人材」に関するアンケート調査を実施

● 介護分野における人材不足等の影響と、事業者の人材確保への取組の把握を目的
● Webアンケートにより2021年11月18日～12月24日の期間で実施
● 993法人1,035施設から回答（回答率27.0％）
● 本調査対象…利用者のケアに直接あたる職員（介護職員・看護職員・理学療法士・作業療法士等）

③外国人人材の雇用状況

✓ 雇用状況、検討状況

✓ 雇用にあたる工夫や配慮

✓ コロナ禍による影響

① 求人活動・採用体制

✓ 新卒採用・中途採用の状況

✓ 効果的な採用活動への取組・工夫

✓ 人材紹介会社の利用

主な調査項目

➢ 2021年度 特別養護老人ホームの人材確保に関する調査について
➢ 2020年度 特別養護老人ホームの人材確保に関する調査結果（詳細版）
ダウンロード→ https://www.wam.go.jp/hp/keiei-report-r3/ （「WAMレポート」で検索）

https://www.wam.go.jp/hp/keiei-report-r2/
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不足している

55.1%

不足していない

44.9%

27

職員の不足感

直接処遇職員の不足感 n=1,035 不足感の推移

46.9%

64.3%

72.9%

64.1%
55.1%

2016 2017 2018 2020 2021

2016・2017・2018・2020・2021年度実施
福祉医療機構 介護人材アンケート結果より

➢ 直接処遇職員が不足している施設は55.1%。
経年推移をみると、2020年度以降、不足感は
やや低下傾向

➢ 処遇改善に関する賃金引上げや、コロナ禍にお
ける全産業の有効求人倍率の低下も不足感がや
や低下した理由として考えらえる

➢ 不足と回答した施設において、平均不足人員数
は3.4人

13.3%

30.1%

23.5%

10.7%

12.5%

3.5%

3.8%

2.6%

16.7%

29.1%

20.9%

11.1%

9.6%

4.2%

4.7%

3.7%

2人未満

2人以上3人未満

3人以上4人未満

4人以上5人未満

5人以上6人未満

6人以上7人未満

7人以上10人未満

10人以上

2020年度調査（n=608）

2021年度調査（n=570）

※「不足している」と回答した
施設に占める割合

不足している職員数 ※「不足している」と回答した割合の推移
※2019年度は調査を実施していない

※端数は四捨五入しているため、
合計・差が一致しない場合がある
(以下、同じ）
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人材確保を考えるうえでの構成要素

人材確保

採用

定着

育成 配置

➢ 新卒・中途別の適切な採用活動、多様な人材
（育児・家族介護との両立、外国人、シニア
等）の活用

➢ 専門職は専門職しかでき
ない業務に

➢ 業務を仕分けてタスクシ
フト

➢ 多様な人材に対応した
キャリア形成、スキル
習得の支援

➢ 働きやすさと、働きがいのある環境整備
➢ すぐに離職されない、安定的な人材確保へ
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介護職員の退職の概況

1年未満

30.7%

1年以上3年未満

28.1%

3年以上

38.2%

定年退職

3.1%

退職者の勤続年数

退職後の就業先

67.4%

15.6%

14.2%

9.5%

6.8%

6.5%

3.3%

2.9%

2.7%

2.4%

6.0%

63.3%

介護職で介護業界に転職

無職

介護職で介護以外の福祉業界に転職

病気療養

サービス職（飲食業以外）

介護職で医療業界に転職

サービス職（飲食業）

製造業

事務職

販売職

その他

不明

n=6,574（回答があった施設における2020年度の退職者数合計）

n=973（施設数）
※複数回答

➢ 退職者のうち、58.8%が勤続3
年未満

➢ 退職後の就業先としては「介護
職で介護業界に転職」という回
答がもっとも多く、育てた人材
が他法人・他施設に流れていか
ないよう、取り組む必要がある
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52.5%

42.9%

20.1%

5.5%

1.3%

3.8%

34.2%

39.2%

41.6%

17.4%

8.5%

17.4%

13.3%

17.9%

38.3%

77.1%

90.2%

78.8%

ＩＣＴの活用

同一労働同一賃金への対応

ノーリフティングケア

勤務間インターバル制度

週休3日制

その他

実施している 今後実施予定（検討中含む） 実施する予定はない

30

勤務環境改善の取組み状況

取組み実施状況
n=1,035

7.4%

9.1%

20.7%

24.0%

28.6%

31.2%

36.7%

44.2%

42.3%

44.7%

8.2%

13.1%

21.3%

27.5%

35.3%

37.8%

43.2%

47.7%

48.4%

51.2%

シフト作成

インカムなどの導入

Web会議の導入

（地域の福祉施設・医療機関との打ち合わせ）

施設内研修におけるWeb研修の実施

見守り機器

タブレット・スマホによる介護記録入力

会計ソフト

Web研修・Webセミナーの受講

介護業務記録ソフト

介護報酬請求ソフト

不足していない 不足している

※複数回答

n=1,035職員の不足感別のICT活用状況

➢ 勤務環境改善について、「ICTの活用」、「同一労働同一賃金への対応」は約半数の施設で実施されていた
➢ 職員の不足感別にICTの活用状況をみると、いずれの内容も職員が「不足していない」と回答した施設で導入率が高い。

ICT活用により業務が効率化されているという面と人員に余裕があることで新しい取組みができるという面の双方読める
➢ 導入率に特に差がついたのは「介護報酬請求ソフト」「会計ソフト」といった事務手続きに関するツールや「介護業務記

録ソフト」 「タブレット・スマホによる介護記録記入」「見守り機器」といった利用者への対応に関するツール
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勤務環境改善の取組み状況

同一労働同一賃金の対応状況

11.3%

30.4%

32.7%

39.0%

63.5%

64.2%

68.0%

72.3%

0.5%

0.9%

0.9%

0.9%

0.5%

1.8%

1.1%

0.7%

80.4%

64.4%

51.4%

44.8%

31.5%

32.9%

26.1%

21.8%

7.9%

4.3%

15.1%

15.3%

4.5%

1.1%

4.7%

5.2%

賞与

基本給

役職や職責に関する手当

住宅・扶養などの福利厚生関係の手当

資格保有に関する手当

処遇改善に関する手当

福利厚生

宿直等の勤務実施に関する手当

正規職員の基準に非正

規職員の基準を適用

非正規職員の基準に正

規職員の基準を適用

待遇の差に合理的な説

明を可能とすることを

もって対応

未定・不明

• 職員の健康に配慮して導入を行った

• 職員の意見として、肉体的・精神的負担が少なくなったとの意見が多く
なった

• 勤務パターンを単純化し、パターン化することができるので、休暇が取り
やすくなり、勤務変更も組みやすくなった

• 補助金があったので利用して取り組んだ。元々勤務との間を十分な時間取
るようにしていたが、勤務表が組めないときは、なあなあになっていた。
制度導入後はルールとしてインターバルを取れるようにしている

• 職員アンケートにより、希望があったため

• 選択制で導入している。選択した職員は喜んでいる

• 趣味や子育て、研修などの時間にあてられ、有給を絡めると3連休もとれる
ようになり旅行など心身ともにリフレッシュできる

• 労働時間とコストのバランス調整のため。また働き方に柔軟性を持たせる
ため

• 事業拡張予定に伴い、職員募集に繋げるため

勤務間インターバル制度の導入経緯や効果 週休3日制の導入経緯や効果

➢ 同一労働同一賃金の対応については、宿直等の勤務実施に関する手当や福利厚生は正規職員の基準に非正規職員の基準を適
用するケースが最も多い。一方、賞与は約8割が待遇の差に「合理的な説明を可能とすることをもって対応」と回答

➢ 勤務間インターバル制度・週休3日制は職員が充足していない施設では導入が難しいことも考えられるが、導入した施設か
らは職員の負担軽減や職員の希望する働き方の実現に効果があったという声が挙げられた

n=1,035
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勤務環境改善の取組み状況

正規職員の年間休日数有給休暇の平均消化率

6.2%

13.2%

13.4%

16.5%

21.2%

20.8%

30.1%

31.9%

33.9%

47.2%

33.7%

31.9%

2019年度調査

(n=853)

2020年度調査

(n=949)

今回調査

（n=1,028)

80%以上 60%以上80%未満 40%以上60%未満 40％未満

2.5%

2.3%

10.9%

43.5%

18.5%

13.5%

8.8%

96日未満

96日以上101日未満

101日以上106日未満

106日以上111日未満

111日以上116日未満

116日以上121日未満

121日以上

有給休暇の取得を促進するための取組み（抜粋)

• 半日有休の活用、全職員に対し年10日以上の確実な取得呼びかけ

• 5日以上取れていない職員へ取得の促し。自由に有休を取れる雰囲気づくりをしている

• 幹部が積極的に有休をとり若い人に取りやすい雰囲気づくりを行う

• 有休の時効が来る3ヵ月前には個別に「流れますよ。使ってください」とはなしている

• 介護職員は、年間6回の年休の計画的付与を行っている

• 決まった職員ばかりにならないようにシフトを調整し半日からでも取得してもらっている

• 毎月シフト作成時期に各部署管理者へ個人別で有給休暇の取得状況や付与日を共有し、5日以上取得できるようにしている

• 担当部署より職員個々の取得状況を役席者に毎月報告

➢ 2019年4月より従事者の年5日の年次有給休暇取得が義務化され、有給休暇の平均消化率の水準は2020年度以降、大幅に
上昇した

➢ 有給休暇の取得促進については、積極的な声掛けのほか、取得者が偏らないよう工夫しているという声が挙げられた

※参考 2021年度の土日祝日は合計119日

n=1,035
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（参考）勤務環境改善関連の法改正

2019年度

年次有給休暇の年5日取得の義務化（中小企業）

時間外労働の上限規制（大企業）

2020年度

時間外労働の上限規制（中小企業）

同一労働同一賃金の導入（大企業）

2021年度
同一労働同一賃金の導入（中小企業）

2022年度

職場におけるパワーハラスメント対策の義務化（中小企業）

育児休業取得等の雇用環境の整備、個別の周知・意向確認の措置の義務化

有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和

2023年度
月60時間超の残業の割増賃金率の引き上げ（中小企業）

働き方改革関連法

働き方改革関連法

働き方改革関連法

パワハラ防止法

育児・介護休業法

働き方改革関連法
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介護助手の導入状況

➢ 65.4%の施設が介護助手を導入していると回答。導入している施設における平均人数は4.53人
➢ 定員規模別に導入状況をみると、規模が大きい施設ほど介護助手を導入している割合が高い。特に60床以上の規模では

約7割が導入

介護助手の人数 定員規模別の導入状況

45.1%

53.3%

69.1%

71.7%

72.5%

54.9%

46.7%

30.9%

28.3%

27.5%

29床以下

30床以上60床未満

60床以上80床未満

80床以上100床未満

100床以上

導入している 導入していない

0人, 34.6%

3人未満, 

26.5%

6人未満, 

22.4%

9人未満, 

9.0%

9人以上, 7.5%

介護助手導入
65.4%

n=1,035 n=1,035
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その他の退職者を出さないための工夫・取組

研修、スキルアップ
• メンター制度を導入し、新人職員には手厚いサポートを
行っている

• 採用後１か月、３か月、６か月、１年ごとのフォローアッ
プ面談、採用後３年の定期研修の実施

• 各部署月１度のミーティング、研修を行いコミュニケー
ションや能力向上に取組んでいる

• 全職員が受講できる研修会を実施し、法人理念の共有等を
進めています

• キャリアビジョンを描けるように人材育成を強化している
• 研修希望を取り資格取得のための受講費及び勤務調整を
行っている

異動や配置転換など
• 人間関係が悪化しないよう所属長と連携し、少しでも不穏
な動きがあれば話を聞き、ユニット異動するなど早めに対
策をしている

• 必要があればユニット異動や部署異動、施設間異動を提案
し、ご本人の働きやすい環境を提案できるように」してい
る

• 人間関係や業務負荷を考慮した人事異動
• 自己申告書で法人内の勤務希望施設を把握している

人事考課や定年延長、再雇用
• 人事評価の構築
• 人事考課制度を充実させ頑張ったものが報われる制度にし
たこと

• 定年を65歳にすること及びその後の働き方を選択制にし
本人と面接を行い話し合う

面談の実施、相談窓口や意見箱などの設置
• 職員には常に声掛けをするようにしている。職員とのコ
ミュニケーションを大切にしている

• 良好な人間関係を維持させるための職員間連携（意見が言
える環境）の推進

• 年2回の全員面談を行っている。日常的に職員の相談に乗
る

• 管理職ができる限り多く職員とコミュニケーションを多く
取り悩み事等相談出来るよう積極的にアプローチしていま
す

• 各ユニットリーダーやフロア長が連携を密にして問題があ
る場合は迅速にひろいあげ対応するようにしている

処遇改善や福利厚生の充実
• 待遇（給与）改善、業務目標の設定
• 賃金の見直し、処遇改善加算の上位を取得
• 長期雇用者には食事会への招待、長期雇用の祝い金の交付
• 誕生月に、法人から日頃の感謝の気持ちを込めてプレゼン
トをお贈りしている

• 定期昇給や手当の増額等の処遇の改善、夜勤時間帯の見直
し、研修参加費用の補助等

その他の取組
• 保育所の設置
• 職員が休憩できるようにカフェを施設内に設置１しホッと
できる時間をもうけたり、希望があれば機能訓練指導員の
先生にマッサージをしてもらったりしている

• 子供がいる職員に学校行事に参加しやすいように、勤務調
整をしている
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人材確保を考えるうえでの構成要素

人材確保

採用

定着

育成 配置

➢ 新卒・中途別の適切な採用活動、多様な人材
（育児・家族介護との両立、外国人、シニア
等）の活用

➢ 専門職は専門職しかでき
ない業務に

➢ 業務を仕分けてタスクシ
フト

➢ 多様な人材に対応した
キャリア形成、スキル
習得の支援

➢ 働きやすさと、働きがいのある環境整備
➢ すぐに離職されない、安定的な人材確保へ
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採用活動の概況

採用の満足度

とても満足している

3.6%

やや満足して

いる

34.5%やや不満

46.1%

とても不満

15.8%

n=992

※正規・非正規問わず
採用できた施設の集計

94.5%

76.0%

58.5%

46.1%

37.6%

37.2%

36.0%

23.8%

23.0%

22.6%

20.1%

18.9%

17.4%

10.7%

10.1%

9.1%

8.8%

7.1%

1.7%

4.1%

65.4%

34.0%

57.0%

76.9%

28.6%

21.4%

17.7%

15.1%

32.9%

23.3%

27.7%

30.5%

33.7%

7.4%

23.5%

15.4%

22.7%

9.9%

23.5%

48.8%

ハローワーク

法人・施設ホームページ

職員からの紹介

人材紹介会社

学校の就職課への働きかけ

合同説明会への参加

福祉人材センター（社協）

学校での説明会等への参加

新聞折り込み広告

求人情報誌

実習受入れ

新卒者採用サイト

転職サイト

施設入り口等の掲示板

学校の教員等の推薦・仲介

SNS

アルバイト求人サイト

インターシップ

ダイレクトリクルーティング

その他

実施割合(n=1,005)

実施した取組みに効果が

あったと回答した割合

正規職員募集に使用した媒体

とても満足・やや満足と回答施設の工夫した点（抜粋）

• コロナ禍にあって、他施設が実習を断る中、受け続けた結果、養
成校の先生方をはじめ学生の信頼を得た

• 新卒採用については、担当職員とコミュニケーションをとること
により良い人材を紹介してもらえる

• 職員からの紹介の場合、事前にお互いしっかり確認した上で入職
するので定着率が良い

• 紹介してくれた職員と採用された方に報奨金を付与している

• 未経験者の採用を行うことで若年層の獲得がしやすい

• 周囲の求人情報を参考に求人票を出すタイミングを変更している

➢ 採用に「とても満足している」または「やや満足している」と回答したのは38.1%
➢ 正規職員募集に使用した媒体のうち、「人材紹介会社」が効果があったという回答の割合が最も高い

※複数回答
※その他の内容は
「自治体広報誌への掲載」
「小中高校からの職場体験
受入れ」「動画配信」等
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人材紹介会社の利用

人材会社を利用した満足度と
人材紹介会社経由で採用した職員の定着率

人材紹介手数料に対する印象

8.0%

2.3%

2.1%

85.0%

56.3%

30.5%

7.0%

41.4%

67.4%

やや満足

(n=100)

やや不満足

(n=222)

不満足

(n=141)

定着率が高い 同じくらい 定着率が低い

人材会社の利用に関する変化（抜粋）

➢ 紹介される人材の属性に関すること

• 若年層の無資格未経験者の増加

• 若い人がハローワークに行かない傾向がある。アプリで簡単にア
クセスできる紹介会社経由が増加

• 特定技能の紹介が大幅に増えた

➢ オンライン・リモートでの面談等に関すること

• web面接となる機会が多くなったため、対面面接よりも人物把握
が難しくなった

• 面接による直接情報が少なくなり、紹介内容が淡泊になった

• 人材紹介会社担当者のリモートワークによる連絡に要する時間の
長期化

➢ 人材紹介手数料に対する印象は「とても高
い」または「やや高い」という回答が98.5%
と前年度よりも2.4ポイント上昇

➢ 若年層や特定技能の紹介が増えたという声や、
コロナ禍を経てオンライン・リモートによる
面談等が増えたことによる変化が挙げられた。

➢ 満足度が低いほど、「定着率が低い」という
回答も多い。定着率と利用満足度が大きく関
係している。

79.0%

77.5%

19.4%

18.6%

1.1%

2.9%

0.4%

1.0%

2021年度

(n=463)

2020年度

(n=414)

とても高い やや高い やや安い とても安い

98.5%

96.1%

※「満足」と回答した施設はなかった
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雇用を検討

している

67.5%

雇用を検討

していない

32.5%

現在雇用している

n=465

39

外国人人材の雇用状況

雇用状況 地域区分別外国人人材の雇用状況

雇用を検討

している

23.5%

雇用を検討していない

76.5%

一度も雇用したことはない

n=489 ➢ 全体の44.9%の施設が現在外国人人材を雇用して
いる。「現在雇用している」は毎年10ポイント以
上ずつ上昇している

➢ 地域別にみると、東京23区に設定されている1級地
では80.6%の施設が外国人人材を雇用。都市部で
より積極的に雇用されている傾向にある

➢ 一度も外国人人材を雇用したことがない施設におい
ては、４分の3が検討もしていないので、今後二極
化していく可能性

80.6%

69.8%

65.6%

57.1%

47.7%

51.4%

46.9%

33.0%

1級地(n=31)

2級地(n=53)

3級地(n=32)

4級地(n=42)

5級地(n=109)

6級地(n=138)

7級地(n=194)

その他(n=436)

n=1,035

44.9%

34.1%

20.4%

7.8%

11.8%

47.2%

54.1%

79.6%

2021年度

（n=1,035）

2020年度

（n=949）

2018年度

（n=853）

現在雇用している 過去に雇用していた 一度も雇用したことはない

検討状況
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外国人人材の雇用に伴う工夫等

言語・コミュニケーション

• 介護技術の修得より職員間や利用者とコミュニケーション
をとれるようにすることが先

• 日本語の取得が重要、技能実習生へは日本語勉強会実施

• 言葉のニュアンスなどで伝わっていないこともよくあるの
で、しっかりと確認が必要と感じます

• 今年採用したベトナム男性（専門学校卒）をリーダーとし
て、技能実習生の通訳補助

• 外国人同士が重なると母国語での会話になりがちなので、
特に利用者の前では母国語での会話を控える

41.2%

49.5%

8.8%

6.7%

50.0%

43.9%

不足している

不足していない

現在雇用している 過去に雇用していた 一度も雇用したことはない

➢ 業務内容についてよりも、言語・コミュニケーショ
ンや生活面でのサポートについての工夫が多く挙
がった

➢ 「不足していない」と回答した施設のほうが雇用し
ている割合が高い。外国人材を雇用することで人手
が充足したという面とともに、教育やサポートの必
要があることから、職員が比較的足りている施設で
より雇用が進んでいることも考えられる

採用に関する工夫等

• 可能な限り同国出身者を雇用する（プライベート面で孤立
させない）

• 同じ施設に複数人入れている

• 日本国内にいる技能実習修了者、留学生から特定技能に資
格変更した者の採用がしやすい

• 当施設はフィリピン人のみ採用しているが、公用語が英語
なので日本語がほとんど話せない状態で就職しても英語を
交えて何とか会話が成り立つことで意志の伝達ができる

生活面でのサポート

• 生活面においても初めてのこと（例：健康診断、予防接
種）は説明と同行者をつけることを心掛けている

• 地域の若者世代との交流。山間地なので「買い物ツアー」
の実施など

• 当施設は農村部なので、外国人労働者に対して買い物時の
送迎支援・寮の完備（格安の料金で利用できる）等の交通
の不便さをなくす支援を行っている

研修・教育

• 間接業務から指導。直接業務は数か月は行わない

• 仲間の介護事業所と受入れの組合を作り、入国前講習や入
国後の講習を自分たちの事業所に合わせて実施している

• 介護専門学校の生徒への奨学金の貸付を実施

n=1,035

職員の不足感別の
外国人人材雇用状況
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介護人材の確保に関するアンケート結果 まとめ

人材確保の状況

定着関連

➢ 直接処遇職員が不足している施設は55.1%

➢ 処遇改善による賃上げやコロナ禍における全産業の有効求人倍率の低下等
により、2020年度以降人手不足感はやや低下傾向

採用関連

➢ 退職後の就業先は「介護職で介護業界に転職」が67.4%と最も多く、育てた
人材が他法人・他施設に流れていかないよう取り組む必要

➢ 「ICTの活用」や「同一労働同一賃金への対応」は約半数の施設で実施。有
給休暇の平均消化率も上昇しており、勤務環境改善への対応が求められる

➢ 人材紹介会社の手数料に対する印象は「とても高い」または「やや高い」
が98.5%。利用満足度は定着率とほぼ比例している

➢ 44.9%の施設が外国人人材を雇用しており、年々雇用が進んでいる。雇用
している施設では、言語・コミュニケーション、生活面でのサポートにつ
いて工夫しているという回答が多数
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お問合せ先

独立行政法人福祉医療機構 経営サポートセンター
所在地 〒105 – 8486

東京都港区虎ノ門4－3－13
ヒューリック神谷町ビル9階

TEL 03 – 3438 – 9932
FAX 03 – 3438 – 0371
MAIL wamsc_rt@wam.go.jp

⚫ 本資料は情報の提供のみを目的としたものであり、借入など何らかの行動を勧誘す
るものではありません

⚫ 本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、情報について
は、その完全性・正確性を保証するものではありません

⚫ 本資料における見解に関する部分については、著者の個人的所見であり、独立行政
法人福祉医療機構の見解ではありません


